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コロンビア大統領選､強硬右派の勝利で親米路線に回帰 

～政権手腕は未知数､原油･ガス産業強化策の持続性にも不透明感～ 

 経済調査部 主席エコノミスト  西濵 徹 

（℡：050-5474-7495） 

 

（要旨） 

○ コロンビアでは６月 21日、大統領選の決選投票を実施した。決選投票には、無所属で極右政

党支援を受けた弁護士のデラエスプリエジャ氏と、ペトロ現政権を支える左派連合のセペダ

氏の戦いとなった。当初はセペダ氏が優勢だったが、第１回投票の直前に左翼ゲリラによる

抗争が激化し、治安対策が争点となった。セペダ氏はゲリラとの和平継続、デラエスプリエ

ジャ氏は軍事的掃討と対米関係の改善を掲げるなど、両極の戦いとなった。 

○ 決選投票の得票率は、デラエスプリエジャ氏が 49.66％と、セペダ氏（48.70％）に僅差で勝

利した。デラエスプリエジャ氏は勝利宣言で「米国との緊密な同盟構築」を強調し、現政権

からの大転換を宣言した。中国の影響力拡大を念頭に「民主主義国とは関係強化、自由を尊

重しない国とは断つ」と表明。選挙公約は爆撃によるゲリラ掃討、コカ栽培地への除草剤散

布、刑務所建設、教育・医療・住宅改善を掲げるとともに、財政悪化を背景に国家機構を最

大４割縮小して減税し、原油・天然ガス産業を強化する方針を示した。この動きは、中南米

で広がる右派回帰と同調しており、「ピンクの潮流」が巻き戻る局面を示している。 

○ デラエスプリエジャ氏は政治経験がなく「アウトサイダー」として変革を標榜し、「虎」に

自らを喩えるパフォーマンス重視の側面が強い。票差が１ポイント未満の接戦で国民は二分

された状況にあり、議会では与党が少数派のため公約実現は容易でない。加えて、産油量は

年 74～78 万バレルで安定しているが、可採年数は 10 年未満と限定的であり、同氏が主張す

る関連産業強化策の持続性には不透明感が残る。また、強硬政策がゲリラ伸長を招く可能性

も考えられることから、具体的な政策運営の行方を見定める必要性が高い。 

 

【決選投票は右派と左派の両極による戦いに】 

南米コロンビアでは、６月 21 日に大統領選挙の決選投票が行われた。５月に実施された第１回

投票には計 13 人が立候補したが、無所属で極右政党（国民救済運動）の支援を受けた弁護士のア

ベラルド・デラエスプリエジャ氏が首位になった。しかし、同氏の得票率は 43.75％と過半数に届

かず、次点候補との決選投票にもつれ込んだ。次点は、ペトロ現政権を支える与党左派連合（パク

ト・ヒストリコ）から出馬したイバン・セペダ氏となったため、決選投票は強硬右派と左派の両極
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による戦いとなった（注１）。 

選挙戦を巡っては、当初の世論調査ではセペダ氏の優勢が伝えられるとともに、仮に決選投票に

持ち込まれても同氏が勝利するとの結果が相次いで示された。しかし、選挙の直前に南部グアビア

レ州で左翼ゲリラ同士の抗争が激化し、多数の戦闘員が死亡する事態に発展した。このため、大統

領選終盤にかけては治安対策やゲリラとの和平交渉が主要な争点となった。セペダ氏は政府と左翼

ゲリラの和平交渉に仲介役として携わった経験があり、ペトロ現政権の方針を継承する考えを示し

た。また、「ドンロー主義」を標榜し、麻薬対策を名目に中南米への介入を強めるトランプ米大統領

に批判的な立場を示した。一方、デラエスプリエジャ氏は、爆撃による左翼ゲリラの掃討を公約に

掲げるとともに、コカインの原料となるコカの栽培地への除草剤散布など、現政権の対話重視路線

から強硬路線への転換を主張した。これは、同氏がトランプ氏への支持を公言し、ペトロ政権下で

悪化した対米関係の改善を目指しているためとみられる。 

こうした事情は、第１回投票においてデラエスプリエジャ氏が予想外の躍進を果たす要因になっ

たと考えられる。さらに、その後の世論調査においては、いずれもデラエスプリエジャ氏がセペダ

氏を上回る結果となった。2022年の前回大統領選では、同国初の左派政権が誕生したものの、一転

して右派に回帰するとの見方が強まっ

た。中南米ではここ数年、アルゼンチン、

コスタリカ、ボリビア、エクアドル、チ

リで相次いで右派政権が誕生しており、

今月７日に実施されたペルー大統領選で

も保守派のケイコ・フジモリ氏が優位に

立っているとされる。金融市場において

は、左派政権の継続を警戒して通貨ペソ

相場が弱含む動きがみられた。しかし、

第１回投票のあとは一転して持ち直し、

足元では５年半ぶりの高値を付けるなど

堅調な動きがみられる（図１）。 

 

【親米路線に転換の一方､政策手腕については未知数】 

選挙管理当局が発表した両者の得票率は、暫定開票率 99.99％時点でデラエスプリエジャ氏が

49.66％、セペダ氏が 48.70％となり、僅差でデラエスプリエジャ氏が勝利した模様である。これを

受けて、デラエスプリエジャ氏はＳＮＳを通じて勝利宣言を行っている。勝利宣言では、「米国と緊

密な同盟関係を構築する必要がある」と強調するなど、ペトロ現政権からの大転換を図る考えを示

した。その後の支持者集会でも「ここに君の大統領がいる。この勝利はコロンビア全体のものだ」

 

注１ ６月１日付レポート「コロンビア大統領選､決選投票は極右と左派の一騎打ちに」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/617589.html） 

図 1 ペソ相場(対ドル)の推移 

 
（出所）LSEG より第一ライフ資産運用経済研究所作成 
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と勝利宣言を行った。そのうえで、「民主主義を尊重する国とは関係を強化するが、自由や法を尊重

しない国とは関係を持たない」と述べるなど、近年中南米での影響力を拡大させる中国を念頭に置

いた発言を行っている。これは、トランプ米大統領が同氏を支持する意向を示したことも影響して

いると考えられる。 

前述したように、同氏は選挙公約として、爆撃による左翼ゲリラの掃討を公約に掲げるとともに、

コカインの原料となるコカの栽培地への除草剤の散布など、現政権の対話重視路線から強硬路線へ

の転換を図る考えを示した。さらに、大規模刑務所の建設のほか、教育・医療・住宅の改善を通じ

た貧困削減を公約に掲げた。その一方、左派のペトロ政権の下で公的債務残高が急拡大するなど、

財政状況が急速に悪化していることを受けて、国家機構の規模を最大４割縮小して減税を行うとと

もに、輸出の３割を占める原油や石油製品、天然ガス関連産業を強化する方針を掲げている。こう

した政治姿勢は、このところ中南米で広がりをみせる右派回帰の動きと類似しており、左派政権が

ドミノ的に誕生した「ピンクの潮流」が巻き戻っているものと捉えられる。 

ただし、デラエスプリエジャ氏はこれまで政治経験がまったくなく、その手腕については未知数

のところが多い。大統領選においては、政治経験のなさを逆手に取る形で「アウトサイダー」とし

て変革をもたらすと主張したほか、派手なパフォーマンスや過激な言動を通じ、自らを力強いイメ

ージを持つ虎になぞらえる選挙運動を展開した。とはいえ、決選投票における票差は１ポイント未

満という接戦になるなど、国民を二分した選挙結果を踏まえれば、政策運営には高いハードルが待

ち構えている。さらに、共和国議会では上下院ともに次期政権を支える与党は少数派にとどまるた

め、公約の実現は容易ではない。 

コロンビアの産油量はここ数年日量 74～78 万バレル程度で推移するなど安定している。日本は

中東に代わる原油の調達先として様々な国、地域との交渉を積極化させており、同国もそうした国

のひとつとみられる。しかし、同国の原油・天然ガスの可採年数はいずれも 10 年未満とされてお

り、デラエスプリエジャ氏が掲げる関連産業強化策の持続性については不透明感が残る。強硬な政

策運営がかえって左派ゲリラの伸長を招く可能性もあり、デラエスプリエジャ氏による具体的な政

策運営を見定める必要がある。 

以 上 


